
前橋市条件付一般競争入札取扱要領 
 
 （趣旨） 
第１条 この要領は、前橋市が発注する建設工事及び測量、建設コンサルタント業務等

（以下「工事等」という。）の請負契約に係る条件付一般競争入札の取扱いに関し必

要な事項を定めるものとする。 
 （定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

(1) 事前審査方式 一般競争入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加資格」

という。）の有無の審査を入札の執行前に行う方式をいう。 

(2) 事後審査方式 入札参加資格の有無の審査を開札後に行う方式をいう。 

 （対象工事等） 
第３条 条件付一般競争入札に付する工事等（以下「対象工事等」という。）は、次の

各号に掲げる設計金額のものとし、原則として事後審査方式で落札者を決定するもの

とする。ただし、大規模災害復旧における前橋市建設工事等の入札契約方式の適用ガ

イドライン（令和２年３月４日伺定め）第２に規定する大規模災害その他緊急を要す

る工事等を除くものとする。 

(1) 建設工事 ２００万円超 

(2) 測量、建設コンサルタント業務等 １００万円超 

２ 前項前段の規定にかかわらず、前橋市建設工事総合評価落札方式実施要領（平成１

９年１２月２１日伺定め）の規定により総合評価落札方式の対象となる建設工事、前

橋市特定建設工事等共同企業体運用基準の規定により特定建設工事等共同企業体を

契約の相手方とする工事等及び案件の性質上、事後審査方式によりがたい事由がある

と認められるものについては、事前審査方式で落札者を決定するものとする。 

 （入札の公告等） 

第４条 市長は、前条の規定により選定した対象工事について、地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号。以下「自治令」という。）第１６７条の６の規定に基づき、

入札公告を作成し、前橋市ホームページへの掲載その他の方法により公告するものと

する。 

２ 対象工事等の見積期間には、次に掲げる日を含まないものとする。ただし、やむを

得ない理由があるときは、この限りではない。 

(1) 前橋市の休日を定める条例（平成元年前橋市条例第１４号）第１条第１項に規定

する市の休日 

(2) ８月１３日から同月１６日までの日（前号に掲げる日を除く。） 

 （電子入札システムの利用） 

第５条 条件付一般競争入札は、原則としてぐんま電子入札共同システムを使用して行



うものとする。 

（入札参加資格） 

第６条 入札参加資格は、次に掲げるとおりとする 。 
 (1) 自治令第１６７条の４第１項各号の規定に該当しない者又は同条第２項各号の

規定に基づく本市の入札参加制限を受けていない者であること。 

 (2) 本市の工事等に係る競争入札参加資格審査申請を行い、対象工事等に対応する競

争入札参加資格の認定を受けている者であること。 

 (3) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てをして

いない者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申

立てをしていない者（会社更生法に基づく更生手続開始の申立てをした者又は民事

再生法に基づく再生手続開始の申立てをした者にあっては、手続開始の決定がなさ

れた後において、前号の競争入札参加資格の再認定を受けている者）であること。 

 (4) 入札参加申請の日から契約締結日までの期間に前橋市指名停止措置要綱（平成６

年３月２９日伺定め）又は前橋市暴力団排除対策措置要綱（平成２３年３月１７日

伺定め）に基づく指名停止措置を受けている者でないこと。 

 (5) 入札に参加しようとする者の間に資本若しくは人事面において、関連がある者で

ないこと。 

 (6) 建設工事の場合にあっては、対象工事に係る設計業務等の受注者又は当該受注者

と資本若しくは人事面において関連がある者でないこと。 

 (7) 建設工事の場合にあっては、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２７条の

２３の規定により経営事項審査を受け、当該経営事項審査に係る総合評定値の通知

（対象工事に係る請負契約を締結する予定の日の１年７か月前の日の直後の事業

年度終了の日以降に発せられたものに限る。）を有している者であること。 

 (8) 前各号に掲げるもののほか、必要があるときは、次に掲げる事項に係る入札参加

資格を定めることができるものとする。 

ア 格付等級 

イ 本店、支店又は営業所等の所在地 

ウ 同種の施工又は履行実績 

エ 配置予定技術者の資格及び施工又は履行経験  

オ その他市長が必要と認める事項 

２ 市長は、必要があると認めるときは、前橋市建設工事等業者選定審査会要綱（平成

１５年３月２７日伺定め）に定める前橋市建設工事等業者選定審査会（以下「審査

会」という。）の意見を聴き、入札参加資格を決定するものとする。 
 （入札参加申請） 

第７条 入札に参加しようとする者は、次の各号に掲げる書類（以下「申請書等」とい

う。）を入札公告に定める期限までに提出するものとする。 

(1) 事前審査方式 



ア 入札参加申請書兼誓約書（様式第１号） 

イ 同種工事の施工実績に係る書類 

ウ 配置予定技術者の資格に係る書類 

エ その他市長が必要と認める書類 

(2) 事後審査方式 

入札参加申請書兼誓約書（様式第１号） 

２ 期限までに申請書等を提出しない者は、入札に参加することができない。 

 （設計書等の配布、質問の受付、回答等） 
第８条 設計書、図面、仕様書及び現場説明書（以下「設計書等」という。）の配布、

入札公告又は設計書等に対する質問及び質問に対する回答は、次に掲げるとおり行う

ものとし、その受付期間等は、入札公告において明らかにするものとする。 

 (1) 設計図書の配布は、入札公告時にぐんま電子入札共同システムを使用して配布す

るものとする。 

 (2) 入札公告又は設計書等に対する質問書の提出があった場合は、その質問に対する

回答書を閲覧に供するものとする。 
 （現場説明会） 
第９条 現場説明会は、市長が特に必要があると認める場合を除き、開催しないものと

する。 
 （事前審査方式に係る入札参加資格の確認） 

第１０条 事前審査方式により行う工事等について、第７条の規定により申請書等の提

出があったときは、申請書等を提出した者（以下「申請者」という。）の入札参加資

格の有無について確認を行うものとする。 

２ 市長は、前項の規定により申請者の入札参加資格の有無を確認したときは、入札参

加資格確認結果通知書（様式第２号）により通知するものとする。 

３ 市長は、審査の結果、入札参加資格がないと認めた者に対しては、前橋市入札及び

契約の過程並びに指名停止等措置に関する苦情処理要領（平成１９年７月２４日伺定

め。以下「苦情処理要領」という。）第４条の規定に基づき、通知を行った日の翌日

から起算して３日（休日を除く。）以内に、苦情処理要領で定める苦情申立書（様式

第１号）により当該理由について説明を求めることができる旨を教示するものとする。 

４ 市長は、前項の説明を求められたときは、同項の説明を求めることができる申込期

限の翌日から起算して２日以内（休日を除く。）に、説明を求めた者に対し、苦情処

理要領で定める苦情申立回答書（様式第２号）により回答するものとする。 

５ 市長は、第３項の規定により説明を求めた申請者に入札参加資格があると認める場

合には、第２項の通知を取り消し、前項の規定による回答と併せて、改めて入札参加

資格のある旨を通知するものとする。 

 （入札の執行） 

第１１条 入札及び開札の日時と場所は、入札公告において明らかにするものとする。 



２ 開札は、入札者又はその代理人を立ち会わせて行い、入札者又はその代理人が立ち

会わない場合においては、入札に関係のない職員を立ち会わせて行うものとする。た

だし、入札事務の公正かつ適正な執行の確保に支障がないと認められる場合は、入札

者及び当該入札に関係のない職員を立ち会わせないことができるものとする。 

（事前審査方式に係る落札者の決定） 

第１２条 事前審査方式により行う工事等にあっては、予定価格の制限の範囲内で有効

な入札をした者のうち最低の価格をもって入札をした者（総合評価落札方式にあって

は、予定価格の制限の範囲内で有効な入札をした者のうち総合評価点が最も高い者）

を落札者とする。ただし、その者により当該契約の内容に適合した施工がされないお

それがあると認めるときは、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内で有効

な入札をした他の者のうち、最低の価格をもって入札をした者（総合評価落札方式に

あっては、予定価格の制限の範囲内で有効な入札をした他の者のうち、総合評価点が

最も高い者）を落札者として決定する。 

２ 市長は、前条の規定により落札者を決定したときは、当該落札者及び入札参加者に

対し、速やかに通知するものとする。 

（事後審査方式に係る入札参加資格の確認） 

第１３条 事後審査方式により行う工事等にあっては、予定価格の制限の範囲内で有効

な入札をした者のうち最低の価格をもって入札をした者を落札候補者とする。ただし、

その者により当該契約の内容に適合した施工がされないおそれがあると認めるとき

は、その者を落札候補者とせず、予定価格の制限の範囲内で有効な入札をした他の者

のうち、最低の価格をもって入札をした者を落札候補者とし、落札決定を保留する。 

２ 落札候補者は、入札参加資格確認申請書（（様式第３号）又は（様式第３号の２））

及び次の各号に掲げる書類（以下「審査書類」という。）を入札公告に定める期限まで

に提出するものとする。 

(1) 前橋市外に本店を有する者が落札候補者となった場合には、関連業者報告書(様式第

３号の３) 

(2) 配置予定技術者の資格に係る書類 

(3) その他市長が必要と認める書類 

３ 落札候補者が、前項の規定による提出期限内に審査書類を提出しないときは、原則と

して当該落札候補者の入札書を無効とする。 

（事後審査方式に係る落札者の決定） 

第１４条 市長は、落札候補者から提出のあった審査書類を審査した結果、入札参加資

格があると認めた場合は、当該落札候補者を落札者と決定し、入札参加資格がないと

認めた場合は、当該落札候補者の入札を無効とするものとする。 

２ 市長は、落札候補者の入札参加資格がないと認めた場合は、予定価格の制限の範囲

内で有効な入札をした他の者のうち、最低の価格をもって入札をした者を新たな落札

候補者とし、入札参加資格の審査を行うものとする。 



３ 市長は、落札者を決定したときは、当該落札者及び入札参加者に対し、速やかに通

知するものとする。 

４ 市長は、審査の結果、落札候補者の入札参加資格がないと認めた場合は、入札参加

資格確認結果通知書（様式第２号）により速やかに通知するとともに、前橋市入札及

び契約の過程並びに指名停止等措置に関する苦情処理要領（平成１９年７月２４日伺

定め。以下「苦情処理要領」という。）第４条の規定に基づき、通知を行った日の翌

日から起算して３日（休日を除く。）以内に、苦情処理要領で定める苦情申立書（様

式第１号）により当該理由について説明を求めることができる旨を教示するものとす

る。 

５ 市長は、前項の説明を求められたときは、同項の説明を求めることができる申込期

限の翌日から起算して２日以内（休日を除く。）に、説明を求めた者に対し、苦情処

理要領で定める苦情申立回答書（様式第２号）により回答するものとする。 

６ 市長は、第４項の規定により説明を求めた申請者に入札参加資格があると認める場

合には、第３項の通知を取り消し、前項の規定による回答と併せて、改めて入札参加

資格のある旨を通知するものとする。 

（落札候補者の辞退） 

第１５条 落札候補者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合は、前橋市

指名停止措置要綱（平成６年３月２９日伺定め）に基づく指名停止措置を行うものと

する。 
 （入札の無効） 
第１６条 入札公告に示した入札参加資格のない者若しくは虚偽の申請を行った者の

した入札又は入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。 
２ 市長は、前項に掲げるもののほか、無効の入札を行った者を落札者とした場合は落

札決定を取り消すものとする。 

 （特例） 

第１７条 市長は、この要領によることが不適当と認めるときは、審査会の承認を得て

別の取扱いをするものとする。 

   附 則 
 この要領は、平成６年６月２４日から施行する。 
   附 則 
 この要領は、平成７年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この要領は、平成８年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この要領は、平成９年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この要領は、平成１１年４月１日から施行する。 



   附 則 
 この要領は、平成１２年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この要領は、平成１４年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この要領は、平成１５年４月１日から施行する。 
      附 則 
 この要領は、平成１６年４月１日から施行する。 
      附 則 
 この要領は、平成１７年１月１日から施行する。 
      附 則 
 この要領は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 
この要領は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 
  この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 
  この要領は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 
  この要領は、平成２１年９月１４日から施行する。 

附 則 
  この要領は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 
  この要領は、平成２５年３月１２日から施行する。 

附 則 
  この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 
  この要領は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 
  この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 
  この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２９年６月１５日から施行する。 

附 則 
  この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 



  この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 
  この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 
  この要領は、令和３年５月１７日から施行する。 

附 則 
  この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 
  この要領は、令和４年８月１日から施行する。 

附 則 
  この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 
  この要領は、令和５年８月１日から施行する。 

附 則 
  この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

１  この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

２ 前橋市簡易型条件付き一般競争入札取扱要領（平成１８年１２月２８日伺定め）は、

廃止する。 

附 則 
  この要領は、令和７年９月１日から施行する。 

 



 様式第１号（第７条関係） 
 

入札参加申請書兼誓約書 
 

年  月  日 
 
（宛先）前橋市長 
 

所  在  地 
商号又は名称 
代表者の氏名 

 
下記の案件の入札に関し、下記の誓約事項を誓約し、競争入札に参加申請します。 

記 
 
１ 案件名称 

 
２ 誓約事項 

(1) 本件の競争入札に関し、刑法（明治４０年法律第４５号）、私的独占の禁止及び公正

取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）等の規定に抵触する行為をしま

せん。 
(2) この誓約が虚偽であることが発覚した場合は、前橋市が行う指名停止、契約の解除、

違約金の請求、損害賠償の請求その他いかなる処置に対しても、異議は一切申立てま

せん。 
(3) この申請書兼誓約書の写しが公正取引委員会、建設業許可権者及び警察等捜査機関に

提供されても、異議はありません。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発行責任者及び担当者 

・発行責任者             （電話番号） 

・担当者               （電話番号） 

 

 

 

 

 

件 名  



様式第２号（第１０条関係） 
 

入札参加資格確認結果通知書 
 
                              年   月  日 
 
  所 在 地 
  商号又は名称 
  代表者の氏名  様 
 

 

 

                    前橋市長          印  

 
 
  先に申請のあった下記の案件に係る競争入札参加資格について、下記のとおり確 

認したので、通知します。 
                            （総務部契約監理課） 

記 
 

入札公告 日      年  月  日 

件 名  

 
 

競争入札参加 
資格の有 無 

   有 

   無 

競争入札参加 
資格がないと 
認めた理由 

 

 
  なお、競争入札参加資格がないと通知された方は、競争入札参加資格がないと認め

た理由について説明を求めることができます。 
  この説明を求める場合は、    年  月  日までに総務部契約監理課にその

旨を記載した書面を提出してください。 
 
 
 
 
 



様式第３号（第１４条関係：建設工事用） 

入札参加資格確認申請書 

年  月  日 

（宛先）前橋市長 

所  在  地 

            商号又は名称 

                  代表者の氏名 

契約事務案件番号  

件 名  

フレックス工期 
☐該当（該当の場合は以下に設定する履行期間を記入） ・ ☐非該当 

年  月  日  から   年  月  日 

配置予定技術者等 

現場代理人 

氏 名  

上記の者が該当するものにチェックしてください。 

☐ １．「経営業務の管理責任者」ではない 

☐ ２．「営業所（本社、営業所等）に置く専任技術者」又は「他の工事の専任技術者」ではない 

☐ ３．「他の工事の主任技術者」ではない ※同一工事で現場代理人と主任技術者の兼任をしている場合は含めない。 

☐ ４．現場代理人として配置する工事は本工事を含めて２件以内である ※本工事と重複する履行期間のものに限る。 

上記の者が「現場代理人兼任届出書」を提出又は提出予定の場合は、下記を記入してください。 

※本工事と重複する履行期間のものに限る。 

件 名  

発 注 者  
所 在 地  

※所在地が本市以外の場合は兼任できません。 

履 行 期 間  請 負 金 額  

役 職 ☐現場代理人 ・ ☐主任技術者 ・ ☐監理技術者 ・ ☐監理技術者補佐 

 

主任技術者（監理技術者） 

氏 名  

上記の者が該当するものにチェックしてください。 

☐ １．「他の工事の専任技術者」ではない 

☐ ２．「他の工事の現場代理人」ではない ※同一工事で現場代理人と主任技術者の兼任をしている場合は含めない。 

☐ ３．「現場代理人兼任届出書」を提出していない ※本工事と重複する履行期間のものに限る。 

本工事が請負金額 4500万円（建築一式は 9000万円）以上の場合は、以下を確認し、該当の場合はチェックしてくだ

さい。 

☐ ４．「経営業務の管理責任者」又は「営業所（本社、営業所等）に置く専任技術者」ではない 

申請時において従事

又は従事予定の工事 
☐有 ・ ☐無 ※有にチェックした場合は下記もチェックする。 

役 職 ☐現場代理人 ・ ☐主任技術者 ・ ☐監理技術者 ・ ☐監理技術者補佐 

 

監理技術者補佐（配置する場合は以下に氏名を記入） 

氏 名  

注１ 資格証明書類（資格証、監理技術者証等の写し）、3か月以上の継続的雇用の確認書類、及びその他入

札公告で定めるものを添付すること。 

注２ 入札参加資格審査のため、工事経歴が確認できる書類（竣工時コリンズカルテ、契約書等写し）を求め

る場合があります。 

注３ 申請書類に虚偽の記載をし、又は重要な記載をしなかった場合は、指名停止措置をすることがあります。 

発行責任者及び担当者 

・発行責任者                （電話番号） 

・担 当 者                （電話番号） 



様式第３号の２（第１４条関係：測量、建設コンサルタント業務等用） 

 

入札参加資格確認申請書 

 

年  月  日 
 
（宛先）前橋市長 

 

所  在  地 

           商号又は名称 

                 代表者の氏名 

契約事務案件番号  

件 名  

フレックス工期 

該当☐（該当の場合は以下に設定する履行期間を記入） ・非該当☐ 

年  月  日  から   年  月  日 

 

配置予定技術者等 

主任技術者 照査技術者 

氏  名  氏  名  
担当技術者（       ） 担当技術者（       ） 

氏  名  氏  名  

 

 

 

 

 

注１ 資格証明書類（資格証等の写し）、3か月以上の継続的雇用の確認書類、及びその他入札公告

で定めるものを添付すること。 

注２ 入札参加資格審査のため、業務経歴が確認できる書類（テクリス、契約書等写し）を求める

場合があります。 
注３ 申請書類に虚偽の記載をし、又は重要な記載をしなかった場合は、指名停止措置をすること

があります。 
 
 
 
 
発行責任者及び担当者 
・発行責任者                （電話番号） 
・担 当 者                （電話番号） 
 



 

様式第３号の３（第１４条関係） 

 

関 連 業 者 報 告 書 

 

 年   月   日 

（宛先）前橋市長 

 

                   所  在  地 

                   商号又は名称 

                   代表者の氏名 

 

当社と関連のある建設工事及び測量、建設コンサルタント業務等業者について 

次のとおり報告します。（該当する項目に☑を記入してください。） 

 

☐１ 該当有り 

 記  載  内  容 

関

連

業

者

と

の

関

係 

 

 

 

資本との関連 

株式（総数に対 

する割合） 

出資（総額に対 

する割合） 

業 者 名 株式総数・出資総額 所有株数・出資額 割合 

    

 

人事面の関連 

役員の兼務 

状   況 

業 者 名 役    職    名 

  

 

そ  の  他 

特別な提携 

関   係 

業 者 名 関  係  内  容 

  

 

☐２ 該当なし 

 

 

 

発行責任者及び担当者 

・発行責任者             （電話番号） 

・担 当 者             （電話番号） 
 
 
 


